
＜注意のポイント＞
〇国家公務員法第106条の２において「役職員であった者」に該当する職の例
・省庁等の国の機関で勤務したことのある方
・旧国立大学の講師、助教授、教授等、旧国立大学付属の高校等の教職員（国立大学が法
人化される平成16年４月１日より前の勤務経験がある方）。

・国立の研究所等（現在は民間の研究所となっているが過去に国の機関であった研究所等
を含む）の研究員

・検察官
・旧国立病院の医師、看護師、職員
・旧特定独立行政法人及び平成平成27年4月1日以降の行政執行法人において役職員が国家公
  務員の身分を有する法人の職員又は役員であった方

〇特に御注意いただきたい点
・民営化、独立行政法人化等により、現在は国の機関ではなくなった法
人等にお勤めの方であっても、過去に当該法人等が国の機関であった時代に勤務されてい
た場合には、今回人材バンクへの登録ができません。
例：平成19年10月１日以前に郵政省（郵便局など）で勤務されていた方など

過去に一度でも一般職の常勤の国家公務員又は行政執行法人
（旧特定独立行政法人）の役職員であった方は、
「女性リーダー人材バンク」にご登録が出来ません！
（※）国家公務員が、退職した他の一般職常勤国家公務員等に関する情報の提供を行うことを禁止する

国家公務員法第106条の２に抵触するため。 （ご参考）独立行政法人リンク【総務省】

注意!
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